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要  旨 
 

企業がビジネス上の競争優位を築くためには、一般的には、高利益が期待できる魅力的

な業界にポジショニングするのみならず、自社にとって好ましい外部環境が整った国・地

域に拠点を置くことが重要であるという議論が有力である。しかし、現実にはそれらの条

件を満たせない企業が多い。本研究では、そのような企業に焦点をあて、競争優位の構築

のあり方について考察を行う。特に、経営資源の獲得と、経営資源活用のための効率的マ

ネジメントの重要性について示唆する。 
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１．はじめに 

特定業界における企業の競争力の決定要因に関連して、企業がビジネスで成功するには、

一般的には、高利益が期待できる魅力的な業界にポジショニングすることが必要である。

さらに、外部環境が整った国・地域に本拠を置くことが必要不可欠な条件であると言われ

ている。 
まず、業界自体の特性に着目したのが、Structure-Conduct-Performance（以下、SCP

と略す）ロジックである。その主張は、企業が高利益を期待できる魅力的な業界（脅威が

限定され、利益機会の多い業界）にポジショニングすることが自社の経済的パフォーマン

スを最大化するというものである（Porter, 1980; Oster, 1990）。 
しかし、この SCP ロジックをそのまま適用できない企業も多く存在する。例えば、外部

環境は現時点で劣るものの、潜在的な成長性が高いと見込まれる業界に属するベンチャー

企業である。当該分野で潜在的に有望なシーズを保持しているベンチャー企業にとって、

他の業界にポジショニングすることは、その乏しい経営資源から見て困難である。つまり、

「待つ」という選択肢をとることは事実上不可能であり、現時点での劣悪な外部環境を克

服しなければならない。 
また、SCP ロジックを同一業界において外部環境の国別格差がある状況に適用すると、

企業が高い利益の期待できる魅力的な「国」を選択してポジショニングすることが自社の

経済的パフォーマンスを最大化すると解釈できる。 
しかし、先程のケースと同様に、この解釈の SCP ロジックの適用が難しいケースがある。

例えば、言語・文化などの差が大きい場合、人材などの経営資源を魅力的な「国」に移転

させることが困難なケースである。 
つまり、SCP ロジックからの演繹的な考え方のみでは、外部環境劣位に直面した企業へ

の提言には限界がある（中村・浅川 2004b）。本研究では、そのような企業に焦点をあて、

競争優位の構築のあり方について考察を行う。現実には恵まれた外部環境におかれた企業

はむしろ少数にすぎないことからも、この考察の意義は高い。 
本研究の構成は以下の通りである。第 2 節では、自前主義崩壊と集積論の意義について

整理する。第 3 節では、外部環境の悪い状況では集積論にも限界があること示唆する。第 4
節、第 5 節では、立地的に不利な企業にとって企業経営戦略を、事例・データ分析を踏ま

えながら考察する。第 6 節で、日本におけるクラスター創出への政策提言に言及し、第 7
節ではまとめを行う。 
 
２．研究開発型企業における外部環境の重要性:自前主義の崩壊と集積論の意義 

研究開発型企業において外部環境が重要視されるのは、企業内部のみで研究開発を行う

ことが難くなっているからである。つまり、自社で全てを行う「自前主義」が成立しなく

なっている。 
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2.1. 自前主義の崩壊の要因 
そこで、自前主義の崩壊の要因を、以下の 2 点に整理してみる。 

 
要因① 企業外で活発化する知見の蓄積 

企業外で新たな知見が続々と生み出され、かつ外部の専門機関のナレッジの蓄積の方が

速い場合、企業は外部で蓄積されている知見を活用しなければ、高度な新製品開発能力を

維持できないだけでなく、商品のラインナップの拡充が難しくなる。例えばナレッジの高

度専門化が顕著な製薬・バイオ産業においては、ますます専門ナレッジが大学、研究機関、

大手企業、ベンチャー企業などに分散し、自社のみで主要ナレッジを自給自足することは

不可能となった。更に、バイオ領域に見られる急進的イノベーションでは社内にある既存

ナレッジの活用ではなく新規ナレッジの創出が重要となり、外部ナレッジはその際に極め

て有効となる。 
 

要因② 研究開発コストの節約と研究開発リスクの回避 
研究開発を自前で行うとすると、コストが固定化してしまい、コスト面から多大な負担

となる。そこで、アライアンスを組み、マイルストーンを活用することで、リアル・オプ

ション的投資が可能となる。つまり、研究の進展を待って、追加的な投資の意思決定を行

うことができる。 
さらに、日進月歩するテクノロジーは陳腐化が早い。外部で生み出された最先端で有望

な研究成果だけを自社に取り込むことで、リスクを可能な限り回避し、無駄な投資を極力

避けることができる。 
 

2.2. 集積論の台頭 
企業一社で全ての研究開発活動を行えない産業では、クラスターの形成が企業の発展に

大きな役割を果たす。クラスターとは、「特定分野における関連企業、専門性の高い供給業

者、サービス提供業者、関連業界に属する企業、関連機関が地理的に集中し、競争しつつ

同時に協力する状態」である（ポーター：1999）。 
企業は、そのクラスター内に位置することで、イノベーション促進に貢献する様々な恩

恵を得ることができる。例えば、最先端の研究開発の情報をより早い段階で獲得可能、ア

ライアンスを組む企業・組織が豊富に存在、優秀な人材が存在するため人材獲得の容易さ

である。企業はそのような恩恵を享受し、より発展することが可能になる。 
クラスター外部の企業も、その恩恵に浴するためクラスターに引き寄せられ、さらにク

ラスターが発展することになる。つまり、クラスターの発展とクラスター内の企業の発展

が相互に依存し、好循環がもたらされる。 
 
３．日本企業が直面する外部環境劣位と集積論の限界 
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しかし、国内クラスターが世界水準にまで発展し、その恩恵に浴している産業は日本に

おいて、まだそれほど多くない。我々の問題意識は、外部環境が劣位で、競争力のあるク

ラスターが形成されていない国・地域に本拠のある企業が、今後どのような戦略を構築す

ればよいかということである。 
 
3.1. 外部環境劣位の例： 製薬・バイオ産業 
そこで、まず日本企業が外部環境の劣位に直面している例として、製薬・バイオ産業を

挙げてみる。製薬・バイオ産業に関し、外部環境整備が遅れていることは様々な場で指摘

されている。ここでは、バイオベンチャー側の視点から調査を行った中村・浅川（2004）
を紹介する。そこでは、バイオベンチャー企業の専門誌・報告書の企業リストに掲載され

た日本のバイオベンチャー企業の中で住所が確認できる全ての企業のトップを対象に、

2002 年 1 月から 6 月にかけて質問票による調査を行っている。 
外部環境に関する各項目で、日本が不利か有利かについて尋ねた結果、総じてほとんど

が「不利」となっている（図 1 参照）。かろうじて、「⑯市場の大きさ」、「⑱高いレベルで

遺伝的背景が共有」が比較的高く、「どちらとも言えない」の水準に達している。 
「日本が不利」という指摘が強かったのは、「①チャレンジを尊ぶ風土」、「②失敗に対す

る寛容さ」、「⑧大企業偏重の文化」、「⑪変化を起こしにくい文化」の項目である。それら

の分散の値も低く（0.3～０.4）、かなり共通の認識であることがうかがえる。したがって、

バイオベンチャー企業の起業への風土が醸成されていないことが強く示唆されている。こ

れらの懸念は、バイオベンチャー企業が必要とする人材の確保が困難となることにもつな

がる。また、「⑦政府の規制」という項目も不利であることを示している。 
一方、製薬企業側では青井・中村（2003）が分析を行っている。アメリカと日本の医薬

品市場の外部環境を比較することで、日米の大きな相違点として、①良質で安価なジェネ

リック医薬品の浸透圧力、②革新的な医薬品に対する対価、③研究開発環境の充実度の 3
点を挙げた。これらの違いは、日本市場に拠点を置く製薬企業の競争力を弱める方向に間

接的あるいは直接的に作用している。 
 
3.2. 集積論の限界 
 このように外部環境が劣位な産業において、クラスターを創出して、産業の発展を進め

ようという議論がある。遅れた分野で政策的に産業集積を進めることは、企業にとって何

らかの恩恵をもたらすことは間違いがない。ただ問題は、遅れて立ち上がりつつあるクラ

スターが、先行するクラスター対し競争優位を得られるかどうかである。 
 ここで問題を 2 点指摘できる。まず、第 1 に先行しているクラスターも発展しているた

め、その格差を縮小させるどころか拡大しかねない。先行しているクラスターは「好循環」

の輪の中で、自律的に発展していくことが可能であるものの、遅れたクラスターはそのよ

うな効果は期待できない。政策による支援にも限界がある。 
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 第 2 の問題は、たとえ格差を縮小することが可能であったとしても、それには時間がか

かることが予想されることである。企業にとって、格差が縮小するまで待つという時間的

な余裕はない。特に、経営資源が乏しいベンチャー企業の多くは、時間がかかるのを待て

ないであろう。 
 したがって、このような「集積論の限界」を踏まえ、企業がどのような戦略を構築する

かが大きな課題となる。 
 
3.3. SCP ロジックのジレンマ 
一方で、有利な外部環境を求めて、企業が本拠を海外に移して人材などの経営資源を移

転させることは、言語・文化などの差が大きい場合、困難である。つまり、有利な外部環

境を求めて他国に移転させれば、自社がその場所で長年蓄積してきた人的、知的、社会的

資産を手放すことになりかねない。価値の高い資源ほど特定の社会的文脈と密接不可分で

あり、他の社会的文脈には容易に移植できないと考えられている（Brannen et al., 1998）。
一方で、移らなければ不利な外部環境により、現時点における成長が見込めないというジ

レンマが存在する。このジレンマを、「外部環境劣位性と経営資源の他国への移転困難性に

よる SCP ロジックのジレンマ」と呼ぶ。 
そのジレンマが、表１に表されている。そこでは縦軸に現状の外部環境の優劣、横軸に

経営資源の他国への移転困難性の高低がとられており、それぞれの象限における企業戦略

が記述されている。ジレンマが発生するのは、同じく右上の象限の場合である。このジレ

ンマに直面した企業は、その外部劣位性の克服や他国における有利な外部環境の活用を考

えなければならない。 
 

４．立地的に不利な企業にとっての経営戦略 

 そこで、企業にとって重要視されるのは、外部環境劣位の中でいかに競争優位を築くか

ということである。ここでは、2 つの視点を挙げる。 
 
4.1. 経営資源の獲得 
 自国の外部環境が劣位であるのであれば、自国に限られた経営資源をいかに優先的に獲

得するか、そして自国に比べ優れた海外の経営資源をいかに獲得していくかが重要になっ

てくる。 
この議論の背景にあるのは、Resource-based View （以下、RBV）の考え方である。RBV

では、企業のパフォーマンスの決定因子として個別企業レベルの内部経営資源の他社との

異質性を重視する（Conner，1991; Barney, 1986，1989）。したがって、業界構造が SCP
ロジックからみて魅力的かどうかにかかわらず、企業が競争優位をもたらす内部経営資源

を蓄積していれば、その企業が経済的レントを獲得する可能性があると考える。また、RBV
を動学的に発展させた DC 論の研究も近年進んでいる（Dierickx and Cool, 1989a, 1989b; 
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Teece, Pisano and Shuen, 1997; Helfat and Peteraf, 2003; Ander and Helfat, 2003; 
Peteraf and Bergen, 2003）。 
 
4.2. 獲得した経営資源活用のための効率的マネジメント 
次に重要な視点は、獲得した経営資源活用のための効率的マネジメントである。第１に、

優れた外部環境を持つ国における経営資源を獲得して拠点を構築するのであれば、自国の

拠点と有機的につなげる工夫が必要である。 
この議論の背景にあるのは、Centers of Excellence（以下、COE）の考え方である。「多

国籍企業の海外子会社の持つ卓越した能力の概念」（浅川、2003）として研究も進んでいる

（Moore and Birkinshaw, 1998; Birkinshaw and Hood, 1998; Fratochii and Holm, 1998）。
経営資源の他国への移転が困難な場合、日本のバイオベンチャー企業が自国の環境劣位性

を克服するためには、自社の持つ強みを海外の進んだ環境でうまく活用することが重要で

ある。そのためには、自国拠点以外にも、優れた外部環境を持つ国における経営資源を集

めて拠点を構築し、自国拠点と有機的につなげる工夫が必要である。 
第 2 に、企業外部のシーズを自社に取り入れる際には、シーズを「探索・獲得」する能

力と「吸収・活用」する能力のバランスがとられている必要がある。この点に関し、以下

では組織あるいはインセンティブの観点から考察を行う。 
 
５．考察 

この節では、国際的に劣位とされる外部環境に直面した企業が、外部環境劣位性をどの

ように克服し、競争優位を構築するかを、製薬・バイオ産業に焦点を当て、事例分析とデ

ータ分析に基づいて考察を行う。以下、我々は、経営資源の獲得（自国のみならず優れた

外部環境を持つ他国の経営資源獲得を含む）ならびに拠点間の効率的なマネジメントに焦

点を当てて考察を行う。 
 
5.1.  バイオベンチャー企業 
ここでは、成功企業に対する事例分析を基に、成功要因の導出を行う。 

 
アンジェス MG 
アンジェス MG は、1999 年に設立され、2002 年にマザーズに上場した。創業者である

森下竜一大阪大学教授の研究成果に基づき、HGF（Hepatocyte Growth Factor：肝細胞増

殖因子）による遺伝子治療薬、NFκB デコイオリゴ（化合物〔モノ〕）の研究開発を進めて

いる。 
 まず、「現状の外部環境劣位性と高い潜在的成長性による SCP ロジックのジレンマ」の

克服のための国内経営資源の優先的な獲得に関しては、創業者が大阪大学で行った HGF 遺

伝子医薬に関する臨床研究の成果が大きく貢献している。その研究で、ヒトへの投与の安
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全性と効果を示唆するデータを蓄積できたことが、日本の大手製薬企業である第一製薬と

の提携を可能にし、開発にかかる「カネ」を調達することができた。さらに、NFκB デコ

イオリゴ、HVJ エンベロープベクターといったビジネス化が可能な他のシーズも、自身の

研究ならびに大阪大学の他の研究者から集めた。その結果、バイオベンチャー企業として

魅力的なポートフォリオを組むことができ、国内で人材やさらなる資金の獲得に成功する

ことができた。 
 しかし、HGF 遺伝子医薬の製品化のために必要な治験に関する日本の環境は、高コスト、

スピードの遅さ（革新的な医薬品に対する承認の遅さを含む）、低いクオリティという問題

があった。つまり、上記のジレンマが依然として克服されていなかった。さらに、「外部環

境劣位性と経営資源の他国への移転困難性による SCP ロジックのジレンマ」のため、本拠

を海外に移すことも難しかった。 
そこで、上述した資金獲得を梃子に、優れた外部環境を持つ米国で子会社の設立を通じ

て開発拠点整備、人材獲得を進め、HGF 遺伝子治療薬の治験申請を行った。その結果、末

梢性血管疾患の臨床試験を開始するための IND（Investigational New Drug、治験薬）申

請が米国の FDA（Food and Drug Administration）から承認を受けた。 
 
プレシジョン・システム・サイエンス 
プレシジョン・システム・サイエンス（PSS）は、2001 年ナスダック・ジャパン（現ヘ

ラクレス）に上場した。自社開発の Magtration technology を活用して、遺伝子研究の基礎

工程である DNA 抽出作業の時間短縮と効率性を飛躍的に向上させることに成功し、海外企

業との提携を通じ、海外市場における販売を増加させている。 
 まず、「現状の外部環境劣位性と高い潜在的成長性による SCP ロジックのジレンマ」の

克服のための自国経営資源の獲得については、他企業とのアライアンスが重要な役割を果

たした。ダイナボットから提供された技術を、ユーザーであるエスアールエル社との連携

により、汚染を原理的に発生させないという臨床現場のニーズに応えるよう、自動化シス

テムの Magtration technology の開発に成功した。さらに、「ヒト」、「カネ」の獲得という

点では、Magtration technology の原理がシンプルであったことが貢献した。つまり、（提

携先を含む）誰にでも理解しやすく、他の用途への応用が利きやすいことが将来への発展

性を示し、それらの獲得に貢献した。 
しかし、DNA 自動抽出装置の国内市場は狭いという制約があり、上記のジレンマが依然

として克服されていなかった。さらに、「外部環境劣位性と経営資源の他国への移転困難性

による SCP ロジックのジレンマ」のため、本拠を海外に移すこともできなかった。そこで、

ロシュ、キアゲンといった海外企業を活用（つまり、それらの海外企業が持つ販売網とい

う経営資源を活用）し、売上高を伸ばしている。ロシュ・キアゲンは、Magtration technology
が自動化という点で臨床現場のニーズに適した製品であること高く評価していた。ロシュ

との提携により、売上に目処がついたことで上場を果たし、「ヒト」や「カネ」の確保がさ



 7

らに容易になった。 
 
インプリケーション 
内外の経営資源の獲得という視点では、現場（臨床）重視が必要である。アンジェス MG

の場合、HGF 遺伝子医薬の臨床研究データを既に蓄積していたことが第一製薬との提携に

つながった。PSS の場合は、汚染に関する臨床現場のニーズを熟知していたことが自動化

システムの Magtration Technology の開発につながり、ロシュやキアゲンとのアライアン

スが可能になった。上記の大手企業とのアライアンスは、資金調達や人材獲得につながる。 
加えて、人材獲得の面では、充実したポートフォリオ、他用途への広い応用可能性によ

り、発展性のあるビジネスモデルを構築することで、有能な人材のさらなる獲得が可能で

あった。 
 さらに、国内の経営資源が限られる中、バイオベンチャー企業は明確な意図を持って、

他国の優れた外部環境の活用を図らなければならない。アンジェス MG の場合は FDA 承認

獲得のための海外臨床拠点の確保、PSS の場合はロシュ・キアゲンの販売網の活用と、そ

れぞれのビジネスモデルの発展に貢献した。 
これらの成功要因は、経営資源の蓄積ならびに有利な外部環境活用という点で、それぞ

れ RC 論と SCP ロジックの議論を反映している。理論的な裏付けがあることからも、これ

らの要因の信頼性は高いと考えられる。 
 
5.2.  製薬企業 
製薬企業は、従来の創薬アプローチの限界と研究開発費の高騰により、積極的なアライ

アンス戦略が必要とされている。企業外で知見の蓄積が活発化し、製薬企業は外部で蓄積

されている知見を活用しないと、パイプラインの維持のみならず最先端の創薬テクノロジ

ーの維持が困難となっている。 
そこで、製薬企業は、パイプライン拡充のため、有望なシーズに対し、より初期のステ

ージでも企業が前倒しで争って、アライアンス締結を進めようとしている。以下では、デ

ータでこの点を示す。 
 
傾向① より初期のステージでの活発化 

図 2 では、契約完了時点における開発ステージ別の契約件数の推移が表されている。こ

の図から、契約件数自体が増加していることがわかる。特に、活発化しているのは、より

初期ステージの「化合物の発見」、「前臨床試験」、「第 I 相臨床試験」である。2000 年と 2004
年のデータを比べれば、それらのステージで、1.5 倍から 2 倍弱の伸びを示していることが

わかる。特に、「化合物の発見」ステージでの増加が、2000 年の 101 件から 2004 年の 193
件へと最も大きい。 
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傾向② 初期ステージでの契約金額の高騰 
第 2 の傾向として指摘できるのは、初期ステージでの契約金額の高騰である（図３参照）。

常識的には、ステージが早ければ早い程、リスクが高いため、契約金額は低いと考えられ

る。しかし、第 I 相臨床試験における契約金額の総額は 2003 年、2004 年とも 6000 万ドル

弱と、2000 年の水準の 2 倍弱のレベルに達し、第 II 相臨床試験とほぼ同水準かそれ以上の

水準となっている。また、「前臨床試験/新薬治験開始申請」のステージでも、2004 年に 7000
万ドルを超えている。 
アライアンスは、経営資源の獲得につながるとともに、アライアンス先との効率的なマ

ネジメントを行うことで、その効果を高めることが可能である。しかし、そのアライアン

ス提携能力には格差があり、「アライアンス上手」な製薬企業とそうでない製薬企業がある。

つまり、外部シーズの受入態勢、吸収・活用能力、理解能力、資金力など、受入側の製薬

企業に格差が見られる。以下ではアライアンス上手な製薬企業の特徴を 4 点挙げてみたい。 
 
特徴① 探索・獲得能力と吸収・活用能力のバランス  
 企業外部のシーズを自社に取り入れる際には、シーズを「探索・獲得」する能力と「吸

収・活用」する能力のバランスがとられている必要がある（図４では、２つの能力がとも

に高い「拡大均衡型」に移行する必要性を示している）。 
まず、「探索・獲得」能力が劣る企業に見られる特徴として、「NIH（“Not invented here”）

症候群」が挙げられる。その症状の一つは、「自社で発見・発明されていない」という理由

だけで、外部シーズの「探索・獲得」に消極的なことで、その症状を完治しないとパイプ

ラインの不足に直結してしまう。 
一方で、せっかく良い創薬シーズを探索・獲得しても、自社での評価能力が低かったり、

臨床試験の展開能力や販売能力が低かったりして有効に「吸収・活用」できなければ、新

薬の上市には結びつかない。 
 
最適外部依存度 「探索・獲得」能力と「吸収・活用」能力のバランスには、企業側が最

適な外部依存度を意識することが必要である。ここで、外部依存度を R＆D コストに占め

るアライアンス等で社外に投資しているコストの割合と定義する。外部依存度は、低すぎ

ても高すぎてもいけない。低すぎた場合、自社の外部で生み出される新しいナレッジの情

報を迅速かつ効率的に獲得することができない。一方で、外部に依存しすぎると、新たな

ナレッジの吸収能力が低減する（Cohen and Levinthal 1990）。また、新しいナレッジを獲

得しても、それを製品化に向けて企業内部で吸収・活用していくことが疎かになる。つま

り、獲得したナレッジを製品化に向けて十分に吸収・活用できない状況に陥り、獲得に要

したコストが最大限活かされない1。 

                                                  
1 実際においても、欧州製薬企業においてもこの最適外部依存度はかなり重要な論点となってい

る。この点に関する文献としては Herrling（1998）を参照。 
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 したがって、最適な外部依存度が存在する。そのことを図示したのが図 5 である。まず、

外部依存度を、獲得のために投入される経営資源 x の R&D 活動に利用可能な全体の経営資

源量 X の比率（x*/Ｘ）と定義する。図 5 では、一定のＸの下、x*/Ｘが吸収・活用量 T を

最大にする最適外部依存度を示している。外部ナレッジの獲得に投入される経営資源量 x
の水準が x* 以下では、その増加による獲得効果が吸収・活用効率効果を上回っている。一

方、x の水準が x*以上では下回っている。 
 
特徴② 外部シーズへの客観的な評価と導入へのインセンティブ強化 
外部シーズの「探索・獲得」能力が高い企業に見られる特徴として挙げられるのは、以

下の２点である。第１に、自社起源、外部起源にかかわらず、シーズをより客観的に評価・

判断できるシステムが確立している。第 2 に、外部シーズを導入して臨床段階に発展させ

た場合、自社シーズのケースと同じ報酬が与えられるインセンティブ・システムが導入さ

れている。つまり、外部シーズへの客観的な評価・判断と導入へのインセンティブ強化で、

「探索・獲得」能力を高めている。 
 

特徴③ 提携戦略に関する企業方針の確立と徹底した理解 
「探索・獲得」・「吸収・活用」の両方の能力向上のために重要なのは、組織として積極

的なアライアンス戦略を提示し、企業全体の徹底した理解を得ることである。まず、「探索・

獲得」能力の高い企業では、自社のパイプライン充実のためには自社起源か外部起源かに

こだわるべきではないという意識が、社内で徹底的に共有化されている。さらに、自社シ

ーズより有望な外部シーズに対しては、既存のチームを振り向けることができるため、新

たな人材を雇う必要がなく有利であるという意識も強い。 
「吸収・活用」段階においても、いくら研究者が、外部研究機関との交流や学会活動な

どを通じて外部ナレッジを獲得しても、それだけでは企業全体で吸収・活用できず、医薬

品上市といった直接経営につながる成果をもたらさない。 
浅川・中村（2005）では、①研究者が大学・学会からの知識獲得を熱心に行うこと自体

は直接研究成果の達成には効果を及ぼしているとはいえないこと、②対外的活動を通じた

ナレッジの獲得とあわせて、研究者が社内各部門との交流を通じた社内ナレッジの獲得（戦

略に関する企業の方針など）を行った場合に研究成果につながっていることを示した（図 6
を参照）2。 
具体的な検証結果は、表２ならびに図６’に示されている。まず表２では、研究者が単に

                                                  
2 この調査結果は、2003 年に行われた国内製薬企業（日本企業ならびに外資系企業）の日本に

おける R&D 拠点における研究者を対象としたアンケート調査に基づく。有効回答数は 130 名で

ある。日系企業の選定基準は、売り上げ大手上位ランク順にアプローチし、協力を得られたもの

を計上するという形をとった。外資系企業の選定基準は、欧米各国の代表企業をなるべくサンプ

ルに入れる努力をし、結果的に独・スイス・米という代表的な組み合わせとなった。 
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外部の大学との交流や学会活動を通じたナレッジ獲得のみでは個人の研究成果が達成され

るには十分とはいえないことを示している。順序ロジット分析における２つの従属変数い

ずれにおいても、その直接効果は統計的に有意水準には達していなかった。この点はこれ

までの研究結果（たとえば Powell et al. 1996; Owen-Smith and Powell 2004）と対比して

も大変興味深い。 
また、表２では、研究者が属する研究チームが外部知識に対してオープンである場合に

は研究者達が大学・学会から知識獲得することが研究成果達成に貢献することを示唆して

いる（いずれのモデルの場合も p<0.05 の水準で統計上有意）。つまり、研究者が外部ナレ

ッジにアクセスすることは一般的には有効だとされるが、その条件として、その所属する

研究チームが外部ナレッジに対しオープンであることが必要条件であることを意味してい

る。 
図６’でも、上記の点について、共分散構造分析を用いて検証している。そこでは、まず

直接的効果として、大学・学会からの知識獲得自体は研究者の研究成果に統計上有意な直

接効果を与えていないことを示している。そして、間接的効果として、社内各部門（研究

開発本部、生産部門、マーケティング部門、本社トップマネジメント）からの知識獲得活

動と組み合わさった場合の効果（すなわち大学・学会＊社内各部門）は統計上有意な正の

影響であることが確認されている。その統計的なデータは、推定値 0.255=0.58*0.44, p<0.01
である。このモデルはカイ 2 乗=42.60, P=0.40, GFI=0.95, AGFI=0.91, RMSEA=0.02 と当

てはまりが良い（AIC=92.60）。 
同様に、上記の分析における社内各部門から、研究開発部門をはずして、社内の R&D 以

外の部門（生産部門、マーケティング部門、本社トップマネジメント）からの知識獲得活

動との組み合わせに限定した場合も、同様の結論が得られている。 
 
特徴④ 「小さな組織」の導入 
 「探索・獲得」能力と「吸収・活用」能力を高める一つの工夫として、より専門性が高

く、より高いレベルの起業家精神を持って医薬品探索に取り組める小さな組織が注目され

ている。その例として、グラクソ・スミスクラインとノバルティスを挙げる。ともに、欧

州企業であり、米国の環境を活かそうとしている。 
グラクソ・スミスクラインは Center of Excellence for Drug Discovery を導入し、感染症、

炎症など複数の専門領域に特化し、臨床試験初期までの権限を持つ。また、ノバルティス

は、がん、移植、眼科の専門ビジネスユニットを立ち上げ、大きな権限を与えている。と

もに、専門性と起業家精神の高さという小規模な組織の長所と、大企業ならではのスケー

ルメリットとの相乗効果を狙っている。 
 
６．日本における競争力のあるクラスター創出に向けて 

 これまで、海外に劣らないクラスター構築の困難性を前提とした、企業戦略構築の重要
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性を指摘した。その戦略の柱の一つが、海外クラスターの活用であった。 
 その点から考えれば、外部環境が劣位の国・地域におけるクラスター形成には段階的に

進めるべきであると考える。第 1 に、海外クラスターとのリエゾン的な役割を果たす企業、

組織が育成されることが望ましい。つまり、そのような企業・組織が数多く存在すること

で、海外クラスターの経営資源を活用することが可能となり、劣位性を軽減することがで

き、多くの企業の成長に寄与する。 
 第 2 の段階として、有望なシーズを基に、その地域内で製品化を促進するような環境づ

くりに力を入れることが重要である。つまり、研究段階のシーズを臨床に移行させるトラ

ンスレーショナル・リサーチの環境整備に力を入れる必要がある。 
その上で、トランスレーショナル・リサーチの過程で、有望であることが明らかになっ

た分野に焦点をあてて資金を投入することが重要である。ただ、特定の分野に焦点を絞っ

て力を入れることのデメリットを 2 点挙げてみたい。第１に、倫理あるいは副作用の問題、

更には代替技術の発展で、その分野自体の将来性が突如損なわれる場合がある。第 2 に、

特定した分野以外から、有望なシーズが出てくる可能性を、つぶしてしまう可能性がある。

一方、トランスレーショナル・リサーチの環境整備が整えば、どの分野の研究も恩恵を受

けることができる。 
 
７．まとめ 

企業がビジネスで成功するには、一般的には、「高利益が期待できる魅力的な業界」にポ

ジショニングするだけでなく、「外部環境が整った国・地域に本拠を置く」ことが重要であ

るとされる。しかし、現実にはそれらの条件を満たせない企業も多い。特に、後者の条件

を満たせない場合、海外の先行するクラスターとの比較において、競争優位性のあるクラ

スターが形成されるのは困難であるだけでなく時間がかかる。 
本研究では、そのような企業の戦略の柱として、海外クラスターの活用と、経営資源活

用のための効率的マネジメント構築について言及した。前者に関しては、自国の外部環境

が劣位であるのであれば、自国に限られた経営資源をいかに優先的に獲得するか、そして

優れた海外の経営資源をいかに獲得していくかが重要になってくる。後者に関しては、海

外拠点と本社との間の効率的なマネジメント体制の確立、アライアンス能力向上のための

組織改革が必要であることを説いた。 
アライアンス能力の向上のためには、シーズを「探索・獲得」する能力と「吸収・活用」

する能力が高いレベルでバランスがとられている必要があることを示唆した。そして、組

織改革のための具体的なキーワードとして、最適外部依存度、インセンティブ、共通理解、

小さい組織の 4 点を挙げた。 
さらに、集積の効果をもたらすクラスター形成の困難さを理解したうえでのクラスター

創出のための戦略が必要である。本研究では、①海外クラスターを活用するリエゾン組織

の育成、②研究と製品化をつなぐ「トランスレーショナル・リサーチ」の能力拡大につい

て言及した。  
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図１： 日米欧の研究開発環境の比較 
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出所： 中村・浅川（2004b） 

 
表１： SCP ロジックに対するジレンマ 

－外部環境劣位性と経営資源の他国への移転困難性による SCP ロジックのジレンマ－ 

 

外部環境の優劣と経営資源の他国への移転困難性の高低による企業戦略の分類 

低い    移転困難性      高い 

    

 経営資源の移転

外部環境の克服が優先課

題（外部環境劣位性と経

営資源の他国への移転困

難性による SCP ロジック

のジレンマ）  

劣 
 

現
状
の
外
部
環
境 

 
 

優 

現在の外部環境下

で 

事業継続 

現在の外部環境下で 

事業継続 

 
出所： 中村・浅川（2004b） 

0

1

2

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰ ⑱ ⑲

1

2

3

分散 平均値

（分散） （平均値）

言
え
な
い

ど
ち
ら
と
も

不
利

日
本
が

有
利

日
本
が

① チャレンジを尊ぶ風土 ⑪ 変化を起こしにくい風土
② 失敗に対する寛容さ ⑫ リーダーシップの存在
③ 投資家のR&Dへの投資意欲 ⑬ 専門的知識（ノウハウ）をもつ人材の確保しやすさ
④ ベンチャーキャピタリストの存在 ⑭ 企業家精神
⑤ 大学教授のビジネスマインド ⑮ ベンチャーへのインセンティブシステム
⑥ TLOの整備 ⑯ 市場の大きさ
⑦ 政府の規制 ⑰ 国レベルで遺伝的背景が共有
⑧ 大企業偏重の文化 ⑱ 高いレベルで遺伝的背景が共有
⑨ 企業における長期視野 ⑲ 信頼性の高い医療データの長期的な蓄積
⑩ 企業におけるイノベーション戦略の存在



 16

図２： 契約完了時点における開発ステージ別の契約件数（全世界） 
 

64

5

11

29

28

84

101

58

14

19

39

22

87

180

81

9

20

29

50

26

119

235

76

12

15

25

37

38

119

169

75

14

23

27

57

45

127

193

41
41

0 50 100 150 200 250

市販

新薬承認

承認申請を提出

第Ⅲ相臨床試験

第Ⅱ相臨床試験

第Ⅰ相臨床試験

前臨床試験

化合物の発見

2000年 2001年 2002年 2003年 2004年
 

出所：  Burrill & Company, BIOTECH 2004, 2005 Life Sciences 

 (邦訳「G.スティーブン・バリルの BIOTECH2004, 2005」日経 BP、三菱商事) 



 17

図３： 契約完了時における開発ステージ別の平均契約総額（全世界） 
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図４： 探索・獲得能力と吸収・活用能力のバランス 
 

 
出所： 中村・浅川（2004a） 

 

図５： 最適外部依存度 

 

出所： 中村・浅川（2004a） 
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図６： 提携戦略に関する企業方針の確立と徹底した理解の必要性 

 
出所： 浅川・中村（2005） 
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図６’： 提携戦略に関する企業方針の確立と徹底した理解の必要性 
（共分散構造分析結果） 
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表２： 提携戦略に関する企業方針の確立と徹底した理解 
（順序ロジット回帰モデル解析結果） 

 
  

 モデル1a モデル1b モデル2a モデル2b 

従属変数 Rの成果 Rの成果 医薬品成果 医薬品成果 

日本/外資 -0.47 -0.48 -0.49 -0.56 

 [0.38] [0.38] [0.38] [0.38] 

探索/前臨床他 0.52 0.60 0.15 0.26 

 [0.41] [0.42] [0.41] [0.41] 

大学・学会 0.18 0.16 -0.02 -0.00 

 [0.22] [0.22] [0.22] [0.22] 

R&Dから -0.19 -0.21 0.02 -0.05 

 [0.22] [0.22] [0.22] [0.22] 

R&D以外から 0.74*** 0.89*** 0.89**** 1.06**** 

 [0.27] [0.28] [0.27] [0.29] 

オープンさ 0.23 0.23 -0.02 -0.08 

 [0.22] [0.22] [0.22] [0.22] 

大学・学会＊オープンさ  0.51**  0.64** 

  [0.25]  [0.25] 

・-2対数尤度 306.61 302.58 307.24 301.41 

カイ２乗 16.46** 20.49*** 16.85*** 22.69*** 

自由度 6 7 6 7 

擬似R２(Cox&Snell) 0.13 0.16 0.13 0.18 

擬似R２(Nagelkerke) 0.14 0.17 0.14 0.19 

擬似R２(McFadden) 0.05 0.06 0.05 0.07 

N 117 117 117 117 

  

統計的有意水準: **** p<0.001; *** p<0.01; ** p<0.05; * p<0.10  

[   ]内は標準誤差  

  

出所： 浅川・中村（2005） 
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